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・斜里町では、人口減少下においても将来にわたり持続可能な都市づくりを目指す「コンパ
クト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進めるため、都市再生特別措置法に基づく
『斜里町立地適正化計画』を策定しました。

・本計画では、斜里市街地において、生活に必要な都市機能を集積する「都市機能誘導区
域」、市街地で一定の人口密度を維持するため居住を誘導する「居住誘導区域」を設定し
ています。

１．斜里町立地適正化計画と届出制度について

・各誘導区域では、区域内外における誘導施設や一定規模以上の住宅などの整備動向を把握す
るため、法に基づく届出制度を運用することになっています。

都市機能誘導区域
行政、商業、文化施設など、集

客力のある機能を中心市街地に誘
導し、各種サービスの効率的な提
供を図る区域。

居住誘導区域

都市機能誘導区域周辺に居住を
誘導することで一定の人口密度を
保ち、生活のサービスやインフラ
を持続的に確保する区域。

※建築・開発動向を把握するのが主眼であり、届出によって当該行為が不許可・制限さ
れるものではありません。 １



要

要

・居住誘導区域外で以下の住宅開発等の行為を行おうとする場合、斜里町への届出が必要です。

例）３戸の開発行為・新築 → 要届出（①より）

例）１戸または２戸の住宅の建築目的の開発行為
で、規模が1,200㎡ → 要届出（②より）

例）２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が700㎡ → 届出不要（③より）

例）３戸の建築行為 → 要届出（③より）

例）１戸の建築行為
→ 届出不要（③より）

要

不要

２．居住誘導区域に関する届出

開発行為 ①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為

②１戸または２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が1,000
㎡以上のもの

建築行為等 ③３戸以上の住宅を新築しようとする場合

④建築物を改築し、または建築物の用途を変更して３戸以上の住宅と
する場合

不要
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・居住誘導区域に関する届出の流れと必要な書類は、以下のとおりです。

〇開発・建築などの計画

〇届出に関する事前相談
※計画している住宅が
該当するかを確認

〇届出
（着手の30日前まで）

〇必要に応じて
勧告・あっせん

〇開発・建築行為の着手

目
的
に
合
っ
た

様
式
を
選
定

表 居住誘導区域に関する届出様式

２．居住誘導区域に関する届出

届出の目的 様式名 添付図書等
居住誘導区域外
に、2ページの住
宅開発の行為を
行う場合

様式１
開発行為
届出書

〇当該行為を行う土地
の区域並びに当該区
域内及び当該区域の
周辺の公共施設を表
示する図面（縮尺
1/1,000以上）

〇設計図（設計平面図、
計画平面図 縮尺
1/100以上）

〇その他参考となるべき
事項を記載した図書

居住誘導区域外
に、2ページの住
宅建築の行為を
行う場合

様式２
住宅等を新築し、
又は建築物を改
築し、若しくは
その用途を変更
して住宅等とす
る行為の届出書

〇敷地内における住宅
等の位置を表示する
図面（縮尺1/100以
上）

〇住宅等の２面以上の
立面図及び各階平面
図（縮尺1/50以上）

〇その他参考となるべき
事項を記載した図書
位置図等（縮尺
1/2,500程度、求積
図（上記図面で面積
が確認できない場合）

上記にて提出し
た行為の変更を
行う場合

様式３
行為の変更
届出書

〇開発行為又は建築等
行為の届出に必要な
書類

提
出
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機 能 施設種類 備 考

行政機能 役場本庁舎

介護福祉
機能

総合福祉センター（ぽると21）

地域包括支援センター

子育て支援
機能

幼稚園、認定こども園、保育園

子育て支援センター

商業機能 スーパーマーケット 床面積千㎡以上

医療機能 病院 二次救急医療施設の国保病院等

医院、診療所 内科・外科・小児科

金融機能 銀行、郵便局 対面窓口のある店舗（ATM端末単独は除く）

教育文化
機能

文化ホール（ゆめホール）

図書館

・都市機能誘導区域では、市街地の生活利便性を維持するために重要な施設として下表の
施設を「誘導施設」と定めています。

・この「誘導施設」と同種の施設を、都市機能誘導区域内に整備する場合は届出は不要で
すが、区域外に整備する場合は、届出が必要になります。

表 斜里町の誘導施設

３．都市機能誘導区域に関する届出

・上記の施設を「都市機能誘導区域外」に建てようとする以下の行為について、斜里町への
届出が必要です。

・また、都市機能誘導区域内で今ある誘導施設を休廃止する場合にも届出が必要です。

〇誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合
〇建築物の改築により誘導施設を有する建築物とする場合
〇建築物の用途変更により誘導施設を有する建築物とする場合
〇誘導施設を有する建築目的の開発行為を行おうとする場合
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３．都市機能誘導区域に関する届出
・都市機能誘導区域に関する届出の流れと必要な書類は、以下のとおりです。

〇開発・建築などの計画
〇休廃止の計画

〇届出に関する事前相談
※開発・建築計画が都市
機能誘導区域外である
か、また休廃止の計画
が都市機能誘導区域内
であるかを、斜里町産
業部建設課で確認

〇届出
（着手または休廃止の

30日前まで）

〇必要に応じて
勧告・あっせん

〇開発・建築行為の着手
〇休廃止

届出の目的 様式名 添付図書等

都市機能誘導区
域外に、「都市
機能誘導施設」
を含む開発行為
を行う場合

様式４
開発行為の届出書

〇当該行為を行う土地
の区域並びに当該区
域内及び当該区域の
周辺の公共施設を表
示する図面（位置図
縮尺1/1,000程度）

〇設計図
（設計図平面、計画平
面図 縮尺1/100以
上）

〇その他参考となるべき
事項を記載した図書

都市機能誘導区
域外に、「都市
機能誘導施設」
を含む建築行為
を行う場合

様式５
誘導施設を有する建
築物を新築し、又は
建築物を改築し、若
しくはその用途を変
更して誘導施設を有
する建築物とする行
為の届出書

〇敷地内における建築
物の位置を表示する
図面（縮尺1/100以
上）

〇住宅等の２面以上の
立面図及び各階平面
図（縮尺1/50以上）

〇その他参考となるべき
事項を記載した図書
位置図等（縮尺
1/2,500程度）、求積
図（上記図面で面積
が確認できない場
合）

上記にて提出し
た行為の変更を
行う場合

様式６
行為の変更届出書

〇開発行為又は建築等
行為の届出に必要な
書類

都市機能誘導区
域内において、
「都市機能誘導
施設」を含む施
設の休廃止を行
う場合

様式７
誘導施設の休廃止届
出書

なし

目
的
に
合
っ
た

様
式
を
選
定

表 都市機能誘導区域に関する届出様式

提
出
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４．届出様式（様式１）
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４．届出様式（様式２）
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４．届出様式（様式３）
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４．届出様式（様式４）

9



５．届出様式（様式５）
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５．届出様式（様式６）
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４．届出様式（様式７）
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斜里町
town shari
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